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本研究では，2005 年千葉県北西部地震の際に東京ガスのリアルタイム地震防災システム SUPREME が高

密度に観測した地表面地震記録と，強震動予測により求めた露頭工学的基盤波を用いて，表層地盤の増幅

特性を推定し，SUPREME が搭載している広域地盤データと比較した．この結果，広域地盤データから推

定される地盤増幅特性は，供給エリアの広範で概ね適切であるものと評価された．さらに，2011 年東北地

方太平洋沖地震を対象に増幅特性を推定した既往研究と比較しても，その整合性が確認された． 
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1.  はじめに 

 

我が国では今後 30 年間に 70%の確率で首都直下地震

や南海トラフを震源とする地震の発生が危惧され，それ

らによる甚大な被害が懸念されている 1), 2)．また，近年

観測された特徴的な観測強震動として，1995 年兵庫県

南部地震による指向性パルスや，2011 年東北地方太平

洋沖地震の際の遠方観測地点における長周期地震動など

が挙げられる．これらを踏まえ，発生が懸念される地震

の際の地震動を適切に評価することが求められている． 

 地震動に影響を及ぼす要因の一つである表層地盤の増

幅特性は，広域に整備された地盤モデルを用いて表され

ることもある．東京ガスでは，2001 年から SUPREME

（Super-Dense Real-time Monitoring of Earthquake）と呼ばれ

るリアルタイム地震防災を導入している．高密度に配備

された地震計（SI センサー）により観測された地震記

録を基に，被害の大きい地区の都市ガス供給を局所的に

停止する仕組みを構築し，現在では供給区域内の地区ガ

バナ（整圧器）約 4000 箇所に，SI センサーを設置して

いる 3), 4)． SUPREMEによる地震観測密度は極めて高い

が，センサーのない地域については地震動強さの補間を

行い，地震動強さの空間分布を把握する機能を有してい

る．地震動の補間の際には，約 6万本のボーリングデー

タと地質分類図をもとにして作成された 50m メッシュ

の広域な表層地盤データが用いられている 5)． 

 SUPREME が搭載している広域地盤データでは，50m

メッシュ単位で地形区分，深さ 20m までの平均 S 波速

度（AVS20），地盤増幅度 N値 50 相当の工学的基盤ま

での深度が整備されている．なお，地盤増幅度は

AVS20 をパラメータとして推定されている 6)．

SUPREME の地盤増幅度は，若松・松岡が整備した全国

を均一な精度で評価できる微地形区分 7)から推定される

地盤増幅度 8)よりも小さなメッシュサイズで細かく評価

できる利点を有するため，東京都の地震被害推定にも活

用されている 9), 10)． 

 猪股ら 11)は，2011 年東北地方太平洋沖地震の際に

SUPREME が観測した地表面での地震動記録と，首都圏

地震観測網（MeSO-net）12)が観測した地下 20m の地中地

震記録を用いて，表層地盤の増幅特性を推定し，

SUPREME が搭載する広域地盤モデルから計算される 1

次元伝達関数と比較を行った．東北地方太平洋沖地震の

際に東京都で観測された地震動に関しては，SUPREME

の広域地盤モデルから推定される増幅特性とよく一致し

ていた． 
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そこで，本研究では，東北地方太平洋沖地震と異なる

地震を対象に，SUPREME が搭載する広域地盤モデルの

評価を行うことを目的とする．SUPREME が観測した主

な地震は文献 13)の通りであるが，その中でも比較的大き

な地震動が記録された 2005 年千葉県北西部地震（モー

メントマグニチュード Mw5.8）14)を対象とする．この地

震の際には MeSO-net は未配備であったため，強震動予

測による計算結果を比較対象に用いる． 具体的には，

久田の手法 15), 16)を用いて，東京ガス供給エリア内の K-

NET観測点および SUPREME観測点の強震動を予測する．

地表面観測記録と比較し強震動予測の精度を評価すると

ともに，強震動予測によって工学的基盤における強震動

を推定し，表層地盤の増幅特性に関する検討を行う． 

 

2.  強震動予測手法の概要とK-NET観測点を対象

とした精度の確認 

 

本研究では，東北地方太平洋沖地震と異なり，震源が

首都圏に存在する2005年千葉県北西部地震を対象に分析

を行う．強震動予測に用いた震源パラメータを表-1に示

す．また，本章で強震動予測計算の精度を確認する際の

計算地点と震源の位置を図-1に示す．強震動予測に用い

た地盤データは，表層地盤は分析対象としたK-NET観測

点のボーリングデータ17)を，工学的基盤以深の地盤モデ

ルについては地震調査研究推進本部による長周期地震動

予測地図2009年度試作版（表-2）を用いた18)．これらは

すべてベンチマークテストを参考に，その基本モデルに

準拠している16)． 

強震動予測は，久田の手法 15), 16)を用いる．計算を行う

上では，地震動の短周期成分，長周期成分を別々の手法

で計算し，最終的にそれら双方の結果を足し合わせるハ

イブリッド合成により行う 19)．短周期成分の計算に関し

ては，統計的震源モデルを用いた統計的グリーン関数法

により行う．長周期成分の計算に関しては，運動力学的

モデルにより平行成層地盤を仮定した理論グリーン関数

を計算する理論的手法により行う．式(1)に運動力学的

モデルの基礎式となる表現定理を示す． 
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ここで，k，i，j は直交座標系の x，y または z 成分を

表-1 千葉県北西部地震の震源パラメータ 14) 

北緯[°] 35.582
東経[°] 140.138
深さ[km] 70

走向角（Strike）[°] 25.5
傾斜角（Dip）[°] 63.1

すべり角（Rake）[°] 67.8

地震モーメント[Nm] 5.8×10 17
 

 

図-1 計算対象のK-NET観測点と震源位置 

 

 

表-2 長周期地震動予測地図2009年度版の物性値を基にした強震動予測で用いる深部地盤データ 16) 

密度 P波速度 S波速度 Q値

ρ [t/m 3] Vp[m/s] Vs[m/s] [f/fref]

1 1.8 1700 350 70
2 1.95 1800 500 100
3 2 2000 600 120
4 2.05 2100 700 140
5 2.07 2200 800 160
6 2.1 2300 900 180
7 2.15 2400 1000 200 付加体
8 2.2 2700 1300 260
9 2.25 3000 1500 300
10 2.3 3200 1700 340
11 2.35 3500 2000 400
12 2.45 4200 2400 400
13 2.6 5000 2900 400 地震基盤（近畿圏）
14 2.65 5500 3200 400 地震基盤　上部地殻
15 2.7 6000 3530 400 上部地殻
16 2.8 6700 3940 400 下部地殻
17 3.2 7800 4600 500 マントル
18 2.4 5000 2900 300 海洋性地殻耐2層（上層と同一）
19 2.9 6800 4000 200 海洋性地殻耐3層（17層目がある場合は上層と同一）
20 3.2 8000 4700 500 海洋性マントル

層No. 備考
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表し，「,j」は j方向の偏微分を意味する．また，ωは円

振動数，指数関数の iは虚数単位，Xは断層面上の点，Y

は観測点，Dは X点における断層すべり，Σは断層面積，

μ はせん断剛性，mijはモーメント密度テンソル，trは破

壊開始時間を表し，Uikがグリーン関数と呼ばれる 19)． 

統計的グリーン関数法は，一般にランダム位相を用い

るため，主として短周期の強震動に適した手法であり，

S 波の遠方近似解（式(2)）と震源モデルに統計的震源モ

デル（ω2 モデル）を用いる．この手法では，一般に地

震基盤での地震動を求め，1 次元重複反射理論による増

幅率を用いて工学的基盤までの地震動を計算する． 
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ここで，r は震源処理，ρは密度，Rk
Sは S 波の放射特

性，VSは S波速度，FSは観測点の条件で決まる係数で，

地盤内部であれば1，自由表面上であれば2となる 19)．  

また，図-2に示すようにハイブリッド合成を行い，

不要な振動数帯域を取り除く．短周期成分の計算におい

ては 1.0Hz以下の不要な低振動数帯域をローカットフィ

ルターによって除去する．長周期成分の計算においては

ハイカットフィルターにより 1.5Hz以上の不要な高振動

数帯域を取り除く． 

 本研究の強震動計算の精度を評価するために，加速度

波形と減衰定数 5%の加速度応答スペクトルを用いて，

観測波形と計算結果との比較を行った．図-3 に計算地

点全 11地点のちの 3点（TKY006，KNG002，CHB009）

における加速度波形と減衰定数 5%の加速度応答スペク

トル（水平 2成分の合成値）を示す．これらより，観測

波形に比べシミュレーション結果は，とくに NS 成分が

やや過小であるが，加速度応答スペクトルの比較では，

全体的な周期特性は捉えられており，推定精度は概ね良

好と判断した．NS 成分の計算結果が過少となった原因

の一つとしては，震源モデルにおける走向角の向きが影

 

 

 

図-3 K-NET観測点を対象とした加速度波形と加速度応答スペクトル（減衰定数5%）の比較（黒線：観測波形，青線：計算結果） 

 

filter 

frequency[Hz] 0              1     1.5                        20     25 
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図-2 バンドパスフィルター 

 



 

 4 

響していることが挙げられる．震源断層において，断層

の破壊が生じ地震波が放射される際，P 波の放射特性は

断層面とその直交面で振幅が 0となり，断層面に対し斜

め 45 度の面で最大振幅となる．一方で，S 波の放射特

性は，断層面とその直交面で振幅が最大となり，断層面

に対し斜め 45 度の面で 0 となる 19)．このことから，断

層の向きを示すパラメータである走向角の向きが地震動

の各成分の振幅に与える影響は大きいと考えられる． 

 

3.  SUPREME観測記録と強震動予測結果を用いた

地盤震動特性の評価 

 

(1) フーリエ振幅比を用いた増幅特性の推定 

本研究はSUPREMEが搭載する広域地盤データの評価

を目的としている．そこで，SUPREMEの地震観測点に

点について，強震動予測によって千葉県北西部地震の際

の工学的基盤における地震動（露頭波）を推定し，これ

とSUPREMEにより観測された地表面地震観測記録を比

較することで，表層地盤の増幅特性を評価する． 

SUPREME の地表面観測記録と強震動予測によって得

られた工学的基盤における加速度記録を用いて，バンド

幅 0.2Hzの Parzenウィンドウ
20)
で平滑化したフーリエス

ペクトル（水平 2成分の合成値）を算出し，その振幅比

を計算した．ここで，強震動予測の際の工学的基盤は，

S波速度が 500m/sの層とした（表-2参照）． 

強震動予測の対象とする SUPREME観測点は，猪股ら
11)を参考に，それと同じまたは近い位置の東京都内の

SUPREME 観測点を選定した．また，前章で対象とした

東京都内の K-NET 観測点（TKY004，TKY005，TKY006，

TKY007）についてもフーリエ振幅比を算出することと

 

 
図-4 強震動予測の対象としたSUPREME観測点と東京都による地盤分類 21) 

 

表-2 分析対象とした地表面地震観測点と東京都による地盤分類および地盤増幅率 

地盤分類 増幅率 地震観測点 地盤分類 増幅率 地震観測点 地盤分類 増幅率 地震観測点
20152 TKY006 20280
24188 TKY007 20285
24392 20027 21216

TKY004 20267 21344
TKY005 谷底低地1 1.5 20324 21568
20065 20073 21579
20491 20137 21589
20672 20385 21629
20885 沖積低地1 1.5 22495 20046
22414 21040 21114
22507 21253 21575
22581 21260 21576
22821 21742 21639
22900 22183 21642
24170 21391 21676

21739 21680

2.9沖積低地4

2.3沖積低地2

2.6沖積低地3

2.9沖積低地5

1.6台地1

丘陵 1.4
1.7

1.6台地1

台地2

1.8谷底低地2
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した．図-4 に，本研究で分析の対象とした SUPREME

観測点と東京都地域危険度測定調査で用いられている地

盤種別を併せて示す．東京都では，東京都震災対策条例

に基づき地域危険度測定調査 21)をおおむね 5年ごとに行

っており，その際にこの地盤種別が用いられている．本

研究は，SUPREME 観測点の増幅特性を推定することを

目的としており，地盤分類ごとの増幅特性を把握するこ

とは目的としていないが，ここでは系統立てて結果を整

理するために参考とした．また，表-2 に分析地点とし

た SUPREME観測点，K-NET観測地点，東京都の定める

地盤種別および地盤増幅率 21)をまとめる． 

図-5 に算出したフーリエ振幅比（地表／露頭基盤）

を示す．丘陵と台地，谷底低地 1では，約 0.3～0.4sの周

期成分が増幅されている．沖積低地 2～5 の観測点では，

約 0.7～0.8sの周期成分が増幅されている． 

 

(2) 1次元地盤震動解析を用いた増幅特性の検討 

 SUPREMEの地表観測記録と強震動計算により推定さ

れた工学的基盤における加速度波形のフーリエ振幅比を，

表層地盤モデルをもとに算出される 1次元伝達関数と比

丘陵 台地1

台地2 谷底低地1 谷底低地2

沖積低地1 沖積低地2 沖積低地3

 

沖積低地4

沖積低地5

 

図-5 地表面観測記録と工学的基盤における推定地震動（露頭波）のフーリエ振幅比 
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較する．SUPREMEが搭載する広域地盤データでは，

50mメッシュ単位でAVS20，AVS20から推定される増

幅度，N値 50相当の工学的基盤までの深度（HTg）およ

び工学的基盤に対する表層地盤の特性値（Tg）が整備さ

れている（図-5，図-6）．なお，これらのデータは約 6

万本のボーリングデータのN値および換算した S波速

度（Vs）から構成されている． 

本研究では，これらのデータを用いて SUPREME観測

点の 1次元地盤モデルを仮定し，地盤震動解析を行い S

波伝達関数を推定した．仮定した地盤モデルの模式図 11)

を図-7に示す．図中の各層のS波速度は次のように仮

定した．まず，工学的基盤までの深さ（HTg）が 20mよ

りも深い場合（パターン 1）は，1層目のS波速度を式

（3）のように，深さ 20mの平均Sは速度（AVS20）と

する． 

 

201 AVSVs        （3） 

 

2層目の S波速度には，深さHTgまでの地盤の特性値が

Tgと一致するように，式（4）を満足するVs2を仮定す

る． 

 

2

)20(4

20

204

Vs

H

AVS
Tg

Tg 



    （4） 

 

HTgが 20mよりも浅い場合は，式（5）のように，1層目

のS波速度Vs3を仮定する． 

 

Tg

H
Vs

Tg


4
3       （5） 

 

なお，両パターンとも，強震動予測の地盤モデルと整

合するように，工学的基盤以深の地盤は S波速度 500m/s 

とした．  

S波伝達関数と図-5に示したフーリエ振幅比を比較す

る．1 次元地盤震動解析によって推定する S波伝達関数

は，露頭工学的基盤に対する地表の応答とする．また，

フーリエ振幅比と S波伝達関数の振幅比の大きさをある

程度一致させるために，減衰定数を國生らの方法 22)に従

って変化させ，S 波伝達関数の振幅比の大きさを補正し

た． 

図-8 に結果の一部を示す．前章で述べたように，強

震動計算により求められる地表面地震動は観測波形より

もやや過小である．このため，地表観測波と強震動計算

により求めた工学的基盤波（露頭）のフーリエ振幅比は，

伝達関数と比べやや大きな値を示している．丘陵，台地

1，2，谷底低地 1，2，沖積低地 1については HTgが 20m

未満であるため，パターン 2の地盤モデルで伝達関数を

計算している．フーリエ振幅比と S波伝達関数は周期に

対して似た振幅形状を示しており，卓越周期もほぼ一致

 

図-5 SUPREME広域地盤データのAVS20分布 

 

 

図-6 SUPREME広域地盤データのN値 50  相当の工学的基盤

までの深度（HTg） 
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図-7 仮定した1次元地盤モデル 
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している． 

一方で，HTgが 20m以上である沖積低地 2～5について

は，周期 1 秒程度の増幅特性は一致しているが，HTgが

深い所ほど周期約 0.6s以下の短周期帯域において S波伝

達関数とフーリエ振幅比に違いが見られる．これは，図

-7に示す通り，1層目の S波速度に深さ 20mまでの平均

値である AVS20 を仮定しているため，高次モードの増

幅特性が再現できないことが影響していると考えられる． 

(3) 既往研究との比較 

 首都圏で発生する大地震の詳細を明らかにすることを

目的とし，首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 23)

では，首都圏に新たな中感度地震観測点の配備を進めて

きた．首都圏地震観測網（MeSO-net）12)は 2007年度より

構築が始まり，観測点では深さ 20m 程度の観測井の孔

底に 3成分の加速度計が設置されている．2011年東北地

方太平洋沖地震では，248観測点の地下 20mでの観測記

 

 

図-8 1次元地盤震動解析によるS波伝達関数とSUPREME観測点において強震動計算より求めた露頭基盤波によるフーリエ振幅

比の比較 
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録が得られた．猪股ら 11)は MeSO-net で得られた地中観

測記録と SUPREME の地表面地震記録を比較し，MeSO-

net 観測点とその近傍の SUPREME 観測点を対として，

東北地方太平洋沖地震における表層 20m の地盤の増幅

特性を推定している．そこで，本研究で推定した千葉県

北西部地震における地盤増幅特性と猪股らの結果 11) を

比較し，地震による地盤増幅特性の違いに関する検討を

行う． 

 猪股ら 11)は，フーリエ振幅比や S波伝達関数の基準に

地中観測波を用いている．一方，本研究では工学的基盤

の露頭波を基準に用いている．地中で観測された地震波

は，上昇波と地表面で反射した下降波が打ち消し合うた

め，露頭を基準とした場合と比べて，フーリエ振幅比は

大きくなる 24)．このため，ここではフーリエ振幅比の周

期特性にのみ着目することとし，縦軸を 2軸表記で比較

することとする． 

図-9，図-10 に本研究で求めた千葉県北西部地震にお

けるフーリエ振幅比（赤線）と猪股ら 11)が求めた東北地

方太平洋沖地震におけるフーリエ振幅比（黒線），露頭

工学的基盤を基準とする S波伝達関数（緑線）について

比較する．まず，図-9 の丘陵，台地 1，2 に属する

SUPREME 観測地点について，これら工学的基盤までの

深度が浅い観測点では，S 波伝達関数と各フーリエ振幅

比は周期特性が良く一致していることがわかる．また，

 

図-9 丘陵，台地 1，2に属する東北地方太平洋沖地震時のフーリエ振幅比 11)と千葉県北西部地震時のフーリエ振幅比，工学的基

盤を基準とするS波伝達関数の比較 

 

図-10 沖積低地4，5に属する東北地方太平洋沖地震時のフーリエ振幅比 11)と千葉県北西部地震時のフーリエ振幅比，工学的基盤

を基準とするS波伝達関数の比較 

 



 

 9 

図-10に示す沖積低地 4，5に属する SUPREME観測地点

については，工学的基盤までの深度が 30～50m を示し

ているため，深さ 20m の位置にある MeSO-net の観測記

録を基準とする猪股ら 11)の結果と本研究の結果は厳密に

比較することはできないが，比較的近い周期特性を示し

ている．例えば，SUPREME 観測点 21114（HTg = 56.41 

m）については，工学的基盤を基準とする伝達関数（緑

線）には周期 1-2 秒での増幅が確認される．これは，工

学的基盤を基準とする千葉県北西部地震のフーリエ振幅

比（赤線）の周期に対する振幅特性と一致している．一

方，深さ 20m を基準とする東北地方太平洋沖地震の際

のフーリエ振幅比（黒線）では，周期 0.5-0.6秒での増幅

が見られるが，この周期帯は伝達関数の 2次ピークの周

期帯とほぼ一致している．このような工学的基盤までの

深度が 50m 程度以上の場合は，AVS20 のような深さ

20mまでの S波速度に依存する物性値ではなく，工学的

基盤までの地盤特性を反映するようなパラメータで地盤

増幅特性を表すことが必要と考えられる． 

 

4. 結論 

 

本研究は，SUPREME が搭載する広域地盤データの妥

当性を評価することを目的に，千葉県北西部地震を対象

として強震動予測結果と首都圏で高密度に観測された地

震記録を用いて表層地盤の増幅特性に関する検討を行っ

た．まず，K-NET 観測点を対象に強震動予測結果の精

度を確認したところ，概ね良好な精度が確認できた． 

地表観測記録と強震動計算より求めた露頭基盤波のフ

ーリエスペクトル比と，1 次元地盤震動解析によって算

出した S波伝達関数を比較し，SUPREME の広域地盤モ

デルの妥当性について検討した．その結果，フーリエス

ペクトル比と S波伝達関数は，周期に対して似た振幅形

状を示し，卓越周期がほぼ一致する結果となった．一方

で，沖積低地 4，5など工学的基盤までの深度が 20mを

大きく上回る地点については，短周期帯域においてフー

リエ振幅比と S波伝達関数に違いが見られた．これは，

SUPREMEの広域地盤モデルでは，深さ 20mまでの S波

速度に平均的な値である AVS20 を仮定せざるを得ない

ためと考えられる． 

これらの結果から，SUPREME が搭載する広域地盤デ

ータは充分な精度を有すると考えられる．場所によって

は，高次モードの周期が一致しないことがあり得るが，

広域の地盤データによってマクロに震動特性を把握する

には有用なデータであると考えられる． 
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EVALUATION OF THE SITE AMPLIFICATION CHARACTERISTICS BASED ON 

STRONG MOTION PREDICTION ASSUMING THE 2005 NORTHWEATERN 

CHIBA EARTHQUAKE 

 

Shinya HIGASHINO,Yoshihisa MARUYAMA and Wataru INOMATA 

 
Tokyo Gas Co.,Ltd. gathered approximately 60,000 borehole information, and the amplification fac-

tors of SI are installed in the real-time earthquake monitoring system, SUPREME. This study evaluated 

the site amplification characteristics using the ground motion records during the 2005 northwestern Chiba 

earthquake. The ground motion at the outcrop base was estimated based on a technique of strong motion 

prediction. The Fourier spectral ratio between the outcrop base and ground surface was compared with 

the transfer function of S-wave to investigate the accuracy of the geospatial data installed in SUPREME. 

 

 


